




BPO事業

売上高 受託数 

成長要因

● 

● 

● 

● 

● 

120% 130%
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10 21
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5914

64BPOセンターの開設により受託規模が大幅に拡大

協力会社との連携強化による、業種、スケジュール、契約
形態に制限されないサービスの提供で受注領域が拡大 

官公庁の入札委託案件の増加によって、信頼性の向上と
更なる受注増加

大型案件受託による社内システム構築と運用ノウハウの
蓄積によって営業力が強化

グループ内サービスの活用とシステム開発によって管理
コストが削減（利益率が向上）

コールセンター
(民間企業)

事務センター
(民間企業)

官公庁業務委託



障がい者支援事業

売上高 センター数 

成長要因

● 

● 

● 

● 

127% 124%

2014

2016

2015

2017

サービス
拠点数

1 87人

1 58人

1 36人

1 03人

センター利用者数

2014

2015

2016

2017

08

法定雇用率の達成（福祉）ではなく、企業の業務を実行する
こと（戦力化）を目的としたサービスの展開で他社との差別化

法定雇用率の引き上げに対し、ソーシャルオフィスサービ
スを先行で提案し営業力を強化

首都圏へのセンター開所数を増やし、通所可能なエリアを
拡大したことで利便性が向上

相談センター、支援機関、行政との関係強化を更に進めた
ことで、地域ネットワークからの利用者の増加



コンサルティング事業

売上高 サービス数 

成長要因

● 

● 

● 

● 

顧客数 

248,736人

2,700 人

1,670人

620 人
1,060人

117% 112% 115%
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研修講師の登録化を行うことで、幅広い研修サービスの
提供が可能となり営業力が強化

自社開発のクラウドサービス、勤怠管理システム、営業支
援システムにアプリ機能等の追加機能を実装したことで
付加価値が向上

労務管理サービスとしてストレスチェック（セルフプログラム）
をリリースし、利便性が更に向上

海外技能実習生の雇用支援サービスを事業として始動す
ることでサービス領域が拡大



WEB制作／アドテク事業

売上高 顧客数 営業利益 

成長要因

● 

● 

● 

185% 142% 200%

2014

2016

2015

2017

営業拠点数
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自社開発のATS導入企業数及び、Web広告（indeed、リス
ティング、SNS）運用企業数を戦略的に増加することで、利益
面で大幅に向上

営業エリアについては全国拠点を活かし、15拠点へ増加
することで、地方マーケットの売上拡大が全体売上を牽引 

自社開発のDMPを進めビッグデータによる広告配信の
最適化が実現

471 社

2014 2015 2016 2017

472 社

クライアント数

1,



2018年度以降は、メイン事業の基盤強化を背景に更なる成長産業へ事業投資を展開します。雇用環境における社会的要請に対しても積極的な事業投
資を行い、サービスの多面化と財務基盤を活かしたローコストオペレーションで他社比で優位に戦略展開していきます。

2018年度以降の見通し

雇用環境や経済状況におけるトピックスに対する今後の取り組み

11

― 01



対社外

2018年度以降の見通し

安定した
ストック型

ビジネスモデル

事業開発と
人材採用／育成

サービス拡充
による既存事業
への還元と
高利益率化

た
型
デル

サービス拡充
による既存事
への還元と
高利益率化
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2018年度は連結売上1,000億円達成を目標とし、システム化と多面的ソリューションの提供で営業利益率の向上を見込んでいます。
積極的に事業開発と人材開発への投資を行い、2020年度には連結売上1,600億円へ到達とともにROEは30%に到達するでしょう。
非上場企業の機動力を最大限に活かし、単なる買収による拡大ではなく、自社へのノウハウ蓄積と理念経営による組織力を大切に発展させ、継続的な成長
を可能にする企業へと発展していきます。
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対社内

2018年度以降の見通し

働き方改革の
推進企業として
女性活躍の
基盤強化

若手事業開発者を
想定した
新卒採用の
継続的強化

労働環境の整備
完全退社時間を
21：00までに設定

企業ブランドの向上
広報強化

給与水準の上昇
売上だけでなく

社内貢献度も含めた
評価制度の構築と浸透
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